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〇 総 務 省 令 第 八 十 七 号

有 線 電 気 通 信 法 （ 昭 和 二 十 八 年 法 律 第 九 十 六 号 ） 第 三 条 第 二 項 の 規 定 に 基 づ き 、 及 び 同 法 を 実 施 す

る た め 、 有 線 電 気 通 信 法 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 四 年 九 月 二 十 七 日 総 務 大 臣 川 端 達 夫

有 線 電 気 通 信 法 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令

有 線 電 気 通 信 法 施 行 規 則 （ 昭 和 二 十 八 年 郵 政 省 令 第 三 十 六 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 条 第 三 号 ヲ 中 「 郵 便 事 業 株 式 会 社 」 を 「 日 本 郵 便 株 式 会 社 」 に 改 め る 。

別 紙 様 式 第 五 を 次 の よ う に 改 め る 。

別紙様式第五（第５条関係）
有線電気通信設備廃止届

年 月 日
総務大臣 殿

届出者 郵便番号
住 所

（ふりがな）
氏 名
（共同設置の設備にあつては、
以下に共同設置者の住所及び
氏名を連記すること。）

有線電気通信設備を下記により廃止したので、有線電気通信法施行規則第５条の規定に基づき、届
け出ます。

記

１ 廃止年月日 年 月 日
２ 廃止に係る設備の届出年月日 年 月 日

（番号 ）
３ 設備の設置場所

附 則

こ の 省 令 は 、 郵 政 民 営 化 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 等 の 法 律 の 施 行 の 日 （ 平 成 二 十 四 年 十 月 一 日 ） か ら

施 行 す る 。

™


		2012-10-03T09:19:34+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




